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李明博政権下の韓国労使関係 

 

駿河台大学  朴 昌明 

 

 

Ⅰ．はじめに 

 

 韓国の労使関係というと，労働組合の要求貫徹路線や過激な労働争議を連想させることが多

い．World Economic Forum（2012）の報告書によると，144 か国を対象に行った調査で韓国

は国際競争力ランキングが 19 位と高い評価を受けている半面，労使関係の協力性

（Corporation in labor-employer relations）では 129 位と極めて低い評価を受けている（WEF, 
2012, p.220, 221）．一方，このような韓国労使関係の性格にも変化の兆しが見られた．2011 年

の労働争議発生件数（交渉単位計上方式）は 65 件と 1987 年に大規模な労働争議が発生して以

来史上最低値を記録し，労働損失日数も 429 千日と 1997 年末の IMF 経済危機以降最も低くな

った（雇用労働部, 2012a）．また，労使協力宣言を行った企業は 2007 年 749 件だったのに対

し，2011 年には 4,685 件と 6 倍程度増加した（雇用労働部, 2012c, p.687）． 

 このように、李明博政権期における韓国の労使関係は，「協調」と「対立」という相反する

現象が並存してきたかのように見える．このような現象をどのように解釈すべきであろうか？

本稿では，李明博政権下の韓国労使関係について一考察を行う．まず，労働組合組織力の現況

について近年の労働関係法改定からの影響についてふれながら検討する．次に，雇用問題・賃

金格差を中心に労働市場の現況が団体交渉に与えた影響について説明した上で，譲歩交渉・労

使協力宣言に見られるような労使協調の拡散現象について検討する．さらに，労働争議発生件

数や労働損失日数などの指標を用いて労働争議の発生規模について他の文民政権（金泳三政

権・金大中政権・盧武鉉政権）との比較を行いながら説明し，労働争議の発生原因や持続期間

などから労働争議の特徴について検討する．最後に，上記の議論を踏まえて，近年の韓国の労

使関係で見られる「協調」と「対立」の並存現象の本質を究明する． 

 

Ⅱ．労働組合の現況 

 

１．労働組合組織力の低下 

 

図表 1 は，労働組合組織力に関連する統計をまとめたものである．単位労働組合数は，1989
年をピークに 1998 年まで減少傾向にあり，IMF 経済危機を契機に 1999 年から 2002 年まで増
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加に転じたが，それ以降は継続的に減少している．近年単位労働組合数が減少し続けている要

因としては，一部の小規模の労働組合の解散，事実上活動停止している労働組合の整備，産業

別・地域別・業種別など企業レベルを超えた組織形態の労働組合結成による企業別組合の減少

（雇用労働部, 2011b, p.5），企業側の積極的人的資源管理1による組合回避や，あるいは不当労

働行為2を含む組合の組織化や活動に対する妨害など（イ・ヨンミョン, 2012, pp.391-394），

様々な要因が考えられる．しかし，2011 年 7 月には事業場単位の複数組合設立が解禁されたこ

とにより，複数組合の設立申告が相次いだため，2011 年の単位労働組合数は 2010 年より増加

している． 

 

＜図表 1＞労働組合数・組合員数・組織対象労働者数・労働組合組織率 

年 
労働組合数 組合員数 

(千人) 

組織対象労働

者(千人) 

組織率 

(%) 連合団体 単位労働組合

1987 16 4,086 1,267 6,853 18.5 
1988 21 5,598 1,707 8,764 19.5 
1989 22 7,861 1,932 9,752 19.8 
1990 22 7,698 1,887 10,264 18.4 
1991 22 7,656 1,803 10,483 17.2 
1992 22 7,531 1,735 10,568 16.4 
1993 27 7,147 1,667 10,679 15.6 
1994 27 7,025 1,659 11,450 14.5 
1995 27 6,606 1,615 11,687 13.8 
1996 27 6,424 1,599 12,020 13.3 
1997 41 5,733 1,484 12,192 12.2 
1998 43 5,560 1,402 11,166 12.6 
1999 45 5,637 1,481 12,455 11.9 
2000 46 5,698 1,527 12,701 12.0  
2001 45 6,150 1,569 13,103 12.0  
2002 43 6,506 1,606 13,839 11.6 
2003 45 6,257 1,550 14,144 11.0 
2004 44 6,017 1,537 14,538 10.6 
2005 45 5,971 1,506 14,692 10.3 
2006 53 5,859 1,559 15,072 10.3 
2007 53 5,099 1,688 15,651 10.8 
2008 56 4,886 1,666 15,847 10.5 
2009 53 4,689 1,640 16,196 10.1 
2010 54 4,420 1,643 16,804 9.8 
2011 53 5,120 1,720 17,090 10.1 

注：連合団体には，全国規模の産業別組合が含まれる．単位労働組合には，連合団体と設立申告された産業別組

合支部・分会が含まれる． 
出所：雇用労働部（2011b）, p.29; 雇用労働部（2012d）, p.4, 15 から作成． 

 

労働組合組織率は，1989 年の 19.8％をピークに若干増減の起伏はあるものの基本的には低下

                                          
1 非組合企業が組合組織化を回避する方法の一つとして積極的人的資源管理が挙げられる．積極的人的資源管理

は，労働条件，教育訓練，配置転換，キャリア開発，苦情処理などを通じて労働者の不満を事前に把握し，能

動的に対応することで労働者が組合組織化を望まないようにする方法である（イ・ヨンミョン, 2012, p.394）． 
2 李明博政権に入り，不当労働行為救済認定率が低下している．年度別に見ると，2008 年 9.4％（判定 765 件

のうち認定 47 件），2009 年 6.1％（判定 983 件のうち認定 65 件），2010 年 2.1％（判定 1,567 件のうち認

定 33 件），2011 年 2.0％（判定 795 件のうち認定 16 件）となっている（雇用労働部, 2012c, p.681）． 
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傾向にあり，2010 年には 9.8％と一ケタ台に割り込んだ（図表 1）．組織率が低下し続けている

原因としては，組織対象労働者が持続的に増加しているにもかかわらず組織化がそれに追いつ

いていかず組合員数の増加が伸び悩んでいる（図表 1）ことがまず挙げられる．特に，組織化が

困難なサービス産業労働者や非正規労働者の全体労働者に占める割合が高まっており3，組織率

を下げる要因となっている． 

   

＜図表 2＞ナショナルセンター別組合員数                 （単位：千人） 

年 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
韓国労総 877 832 780 771 755 740 725 740 728 769
民主労総 685 674 668 642 627 682 658 588 580 562
国民労総 - - - - - - - - - 22
未加盟 44 44 89 93 177 265 283 312 334 367

出所：雇用労働部（2011b）, p.8; 雇用労働部（2012d）, p.16 から作成． 

 

図表 2 は，組合員数をナショナルセンター別に分類したものである．韓国労働組合総連盟

（韓国労総）の場合，2002 年から組合員数が継続的に減少してきたが，李明博政権に入ってか

らは増減が反復し，2011 年は 76 万 9 千人に回復している．次に全国民主労働組合総連盟（民

主労総）は，2008 年までは 60 万人台で推移しているものの，2008 年から組合員数が減少し，

2011 年には 56 万 2 千人になっている． 

2011 年 11 月に国民労働組合総連盟（国民労総）が発足し，労使協力・社会的対話を志向する

労働運動路線を掲げた（インターネット京郷新聞, 2011 年 11 月 1 日記事）．しかし，国民労総

の組合員数は 2 万 2 千人（図表 2）と韓国労総や民主労総に比べると著しく少ないうえ，国民労

総の中核的存在であるソウル地下鉄労組の民主労総脱退は無効であるという裁判所の判決が出

される4など，労働組合運動の第 3 勢力としての組織基盤は脆弱である． 

また，ナショナルセンターに加盟しない労働組合員数が 2000 年代中頃から増加している．こ

の傾向の一因としては，既存のナショナルセンターから脱退する組合の影響が挙げられる．特

に民主労総は，戦闘的な労働組合運動路線の影響により，発生する労働争議の大半を占める

（Ⅵの図表 19）ことから，傘下組合の脱退による組織規模の縮小は労働争議の発生頻度を下げ

る要因になりうる． 

 

                                          
3 2010 年 8 月の労働組合組織率は製造業が 14.2％であるのに対し，建設業が 3.7％，卸・小売業が 3.4％，金

融・保険業が 5.1％などサービス業のなかでも就業人口が多い分野の組織率が低い（韓国労働研究院, 2011a, 
p.140）．また，2011 年の正規労働者の労働組合組織率は 15.2％であるのに対し，非正規労働者の組織率は

2.6％にすぎない（韓国労働研究院, 2011b, p.56）． 
4 ソウル地下鉄労組は 2011 年 4 月に国民労総加盟と民主労総脱退について組合員総投票を行った結果，53％の

賛成によって可決されたと発表されたが，組合規約に民主労総加入規定を変更するためには組合員 3 分の 2 以

上の賛成が必要であること，充足数を満たさない議決は無効であると明記されていることから，2011 年 10 月

28 日のソウル東部地方法院（地方裁判所に相当），2012 年 7 月 6 日のソウル高等法院（高等裁判所に相当）

ともに民主労総脱退が無効であるとの判決が出された（インターネットハンギョレ新聞, 2011 年 10 月 29 日記

事; 2012 年 7 月 8 日記事）． 
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２．労働関係法改定が労働組合に与えた影響 

 

(a) 組合専任者への給与支給禁止と労働時間免除制度の導入（2010 年 7 月） 

 

韓国には組合専従者の給与を使用者が負担する慣行が存在してきた．1997 年 3 月の「労働組

合及び労働関係調整法」制定の際に使用者からの組合専従者に対する給与支給を禁止する規定

が導入されたものの，3 回にわたり施行が猶予されてきたが，組合専従者は増加するなど問題の

改善は見られない状態であった5． 

 

＜図表 3＞組合専従者と労働時間免除者の相違点 

区分 組合専従者 労働時間免除者 

根拠 
労働組合及び労働関係調整法第 24 条

第 1 項・第 2 項 
労働組合及び労働関係調整法第 24 条

第 4 項 

業務範囲 労働組合業務として制限なし 

○ 使用者との協議・交渉，苦情処理，

産業安全活動など同法または他の法

律で定める業務 
○ 健全な労使関係の発展のために労働

組合を維持・管理する業務 
 －同法第 2 章第 3 節の規定による労

働組合管理業務 
 －その他事業場内の労使共同の利害

関係に属する労働組合の維持・管

理業務 
給与支給 無給 労働時間免除限度内で有給処理が可能 
人員数 労使が協議して決定 労働時間免除限度内で労使が決定 
出所：労働部（2010b）, p.5. 

 

2010 年 1 月の同法改定（同年 7 月施行）により，使用者による組合専従者給与の支給は不当

労働行為に相当するとして原則的に禁止するものの（労働組合及び労働関係調整法第 24 条第 2
項），労働協約または使用者による同意がある場合は，①交渉・協議・苦情処理・産業安全な

ど労使共同の利害関係に属する活動や，②健全な労使関係を発展させるために労働組合の維

持・管理業務を行う場合については，「労働時間免除者」として使用者による給与支給が認め

られることとなった（同法第 24 条第 4 項, 図表 3）．2011 年 12 月末時点で指導対象の 2,999
事業場6のうち，労働時間免除限度の導入に合意した事業場が 2,946 箇所（98.2％）を占め，そ

のうち 2,936 事業場（99.7％）が労働時間免除限度を遵守している（雇用労働部, 2012a, p.7)． 

                                          
5 １組合あたり組合専従者数は，労働協約上の場合，2002 年調査が 2.1 人，2005 年調査が 2.8 人，2008 年調査

が 3.1 人と増加しており，実際の人数でも，2002 年調査が 2.2 人，2005 年地調査が 2.9 人，2008 年調査が

3.6 人と増加している（キム・ジョンハンほか, 2008, p.9）． 
6 労働者数 100 人以上の有組合事業場と金属・公共機関の労働者 100 人未満の有組合事業場のうち，2011 年 12
月末以前に労働協約が満了する事業場を指導対象としている（雇用労働部, 2012a, p.7）． 
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企業から賃金が支給されなくなった無給専従者に対しては，組合が組合費などを財源に賃金

を支給するケースが大半であり7，組合財政に少なからぬ負担が加わることから，事業場や上級

団体で組合活動に従事する専従者数に影響が出ている．図表 4 は，組合専従者数を労働時間免

除制度の導入前後で比較したものである．第一に，企業から賃金が支給されるフルタイム専従

者は，制度導入前が 2.20 人であったのに対し，導入後は 1.62 人に減少している．第二に，企業

から賃金が支給されるパートタイム専従者は，制度導入前が 0.43 人であったのに対し，導入後

は 1.11 人に増加している．第三に，労働時間免除制度導入後に企業から賃金が支給されない専

従者がフルタイム 0.21 名，パートタイム 0.04 名存在している．労働時間免除制度の影響は組合

財政や専従者数だけでなく，専従者の活動領域にも表れている．同制度の導入後，常任執行委

員や代議員など非専従幹部が組合会議の出席，上級労組の行事への参加，組合ワークショップ，

現場巡回などが禁止・制約される事例が多くなった（ノ・グァンピョ, 2011, p.25）．このよう

に労働時間免除制度の導入は，組合財政の圧迫，フルタイム専従者数の減少，専従者の活動領

域の制約をもたらすことで，労働組合の力が相対的に弱める要因となっており，団体交渉にお

いて使用者側により有利な環境をもたらしたといえよう． 

 

＜図表 4＞労働時間免除制度導入による組合専従者数の変化 

      

導入以前の組合専従者

労働時間免除制度導入以後 
労働時間免除者及び組合専従者 
労働時間免除者 
(企業が賃金支給) 

無給組合専従者 
(企業が賃金未支給) 

フル 
タイム 

パート 
タイム 

フル 
タイム 

パート 
タイム 

フル 
タイム 

パート 
タイム 

全体専従者数 2.20 0.43 1.62 1.11 0.21 0.04
1．事業場 2.04 0.37 1.60 1.08 0.16 0.03
2．上級団体への派遣 0.13 0.00 0.01 0.00 0.05 0.00
3．会社支援による事務補助 0.07 0.01 0.02 0.01 0.00 0.00
注：2011 年 8・9 月に全国 455 事業場の労使担当者を対象に実施した調査である． 
出所：イ・ジャンウォン（2011）, p.5, 11 から作成． 

 

(b) 複数組合設立の解禁と交渉単位窓口の単一化（2011 年 7 月） 

 

 韓国では，1953 年に「労働組合法」が制定されて以来，複数組合の設立が禁止されていた．

1997 年の労働関係法改定によって上級団体については複数組合の設立が許容されたが，事業・

事業場単位における複数組合の設立については，使用者による組合専従者への給与支給禁止と

ともに猶予されてきた．そして，2011 年 7 月に事業・事業場単位の複数組合の設立が許容され

た．図表 5 は，2011 年 7 月から 12 月にかけての複数組合の設立申告件数をまとめたものであ

る．複数組合事業場単位での複数組合設立が解禁された同年 7 月には複数組合設立の申告が 322

                                          
7 イ・ジャンウォンの調査によると，企業から賃金が支給されない組合専従者が存在する企業の 44.3％が「組合

費を引き上げずに組合が負担」，9.8％が「組合費引き上げによる組合が負担」，8.2％が「補填手当を組合費

に含んで組合が負担」，6.6％が「組合が自らの収益事業で負担」していると回答している（イ・ジャンウォ

ン, 2011, p.13）． 
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件に及んだが，次第に設立申告件数は減少し，同年 12 月には 39 件に止まった． 

 

＜図表 5＞複数組合の設立申告件数（2011 年 7 月～12 月） 

月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 計 
件数 322 108 68 54 49 39 640 

  出所：雇用労働部（2012a）, p.7 から作成． 

 

イ・ソンヒによると，2011 年 7 月から 10 月に新設された複数組合のうち，韓国労総から分

離して設立されたケースが 183 組合，民主労総から分離して設立されたケースが 142 組合であ

る（イ・ソンヒ, 2011, p.21）．一方，新設された複数組合のナショナルセンター加入状況は，

韓国労総加入が 54 組合，民主労総加入が 23 組合であるのに対し，ナショナルセンターに加盟

していないケース 475 組合と大多数を占めている（イ・ソンヒ, 2011, p.21）．したがって，民

主労総傘下組合が存在する事業場のように闘争的な組合が属する事業場から複数組合が設立さ

れた割合が高く，これらの組合は闘争的な路線からの離脱に動く可能性が高いことから，複数

組合の設立によって使用者がより優勢になる可能性が存在する（イ・ソンヒ, 2011, p.21, 23）． 

 事業・事業場単位における複数組合設立の許容と同時に，2011 年 7 月に労働関係法に導入さ

れたのが事業・事業場単位の団体交渉における交渉窓口の単一化である．「労働組合及び労働

関係調整法」第 29 条の 2 では以下のように規定されている．まず，一つの事業・事業場で組織

形態に関係なく労働組合が複数存在する場合，労働組合は交渉代表労働組合を定めて交渉を要

求しなければならない（第 1 項）．ただし，交渉代表労働組合を自律的に決定する期限までに

使用者が交渉窓口単一化を行わないことに同意した場合は，交渉代表労働組合を定めずに個別

の労働組合での交渉が可能である（第 1 項・第 2 項）．上記の期限までに交渉代表労働組合を

決定できず，交渉窓口単一化を行わないことに対する使用者からの同意が得られなかった場合

には，交渉窓口単一化手続に参加した労働組合に所属する組合員全体の過半数を組織している

労働組合（複数の労働組合が委任・連合等の方法で交渉窓口単一化手続に参加した場合，それ

らの組合で組合員全体の過半数を組織している場合を含む）が交渉代表労働組合となる（第 3
項）．そして第 2 項・第 3 項の方法で交渉代表労働組合が決定できない場合は，共同交渉代表

団を構成して使用者と交渉しなければならない（第 4 項）． 

2011 年 7 月から 12 月にかけて複数組合が設立された事業場の 93％で交渉窓口の単一化手続

が進められている（雇用労働部, 2012a, p.7）．2011 年 7 月から 10 月にかけて設立された複数

組合が存在する事業場において，民主労総から分離して設立された組合が過半数組合である割

合は 51.8％であるのに対し，韓国労総から分離して設立された組合が過半数組合である割合は

19.0％にすぎない（イ・ソンヒ, 2011, p.22）．民主労総から分離して設立された組合が過半数

組合であるケースが多いことは，団体交渉における要求貫徹主義的な性格が弱まる要因になり

うると思われる． 
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Ⅲ．団体交渉 

 

１．労働市場が団体交渉に与えた影響 

 

(a) 雇用問題 

 

 図表 6 は韓国の失業率と雇用率についてまとめたものである．失業率は 3％台，雇用率は 62
～63％台を維持しているが，世界金融危機発生の影響を受け，2008 年には 3.3％であったのが，

2009 年には 3.8％に上昇しており，雇用率は，2008 年には 63.8％であったのに対し，2009 年

には 62.9％に下落しており，他の年度より雇用情勢の悪化が顕著に表れている．では，韓国の

失業率と雇用率を先進諸国と比較すると，どのような水準であろうか？2011 年の先進諸国の失

業率と雇用率をまとめたものが図表 7 である．まず失業率は，日本が 4.8％，米国が 9.1％，英

国が 8.0％，ドイツが 6.0％，スウェーデンが 7.6％であり，韓国（3.5％）が他の先進諸国に比

べて低い．一方雇用率も，日本が 71.2％，米国が 66.6％，英国が 69.5％，ドイツが 72.5％，ス

ウェーデンが 74.1％であり，韓国（63.8％）が他の先進諸国に比べて低い． 

 

＜図表6＞韓国の失業率と雇用率                         （単位：％） 

年 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
失業率 3.6 3.4 3.3 3.8 3.8 3.5 3.3
雇用率 63.8 63.9 63.8 62.9 63.3 63.8 64.2

注：15～64 歳を対象． 
出所：OECD, StatExtracts（2013年1月29日検索）; KOSIS（2013年1月12日検索）; 統計庁（2013）, p.26

から作成． 

 

＜図表7＞先進諸国の失業率と雇用率                     （2011年, 単位：％） 

 韓国 日本 米国 英国 ドイツ スウェーデン 
失業率 3.5 4.8 9.1 8.0 6.0 7.6
雇用率 63.8 71.2 66.6 69.5 72.5 74.1

注：15～64 歳を対象． 
出所：OECD, StatExtracts（2013 年 1 月 29 日検索）から作成． 

 

他の先進諸国に比べて， 韓国の失業率と雇用率がともに低いのは，公式統計上失業者には計

上されない非労働力人口が多いためである．そこで，非労働力人口のうち，就職を準備してい

る者や，仕事も学業も行わず「遊休状態」にある者の人口を図表 8 から見てみよう．第一に，

「就職浪人」の人口としては，「就業目的で予備校・職業訓練機関への通学する者」と「自

宅・図書館等で自習する就業準備者」が挙げられる．前者は 20 万人台，後者は 2007 年から 30
万人台存在する．特に 2010 年には，両者合わせて 60 万人を超えている．第二に，統計上「休



8 
 

養（쉬었음）」と分類されている人口が挙げられる．これは，心身が丈夫であるにもかかわら

ず，仕事・学業・家事・育児・就業準備など何も行わずにいる者（インターネット京郷新聞，

2012 年 3 月 16 日）を意味し，事実上「遊休状態」にある人口である．休養人口は，2006 年が

127 万 7 千人であったが，2011 年には 160 万人にまで増加している． 

このように韓国では，政府の集計方式による失業率には反映されない受験浪人や無業者の人

口がかなり多いのが現状である．ここで重要なのは，失業者・無業者の増加に伴い労働者の雇

用不安が高まっていることである．多くの韓国企業で早期退職などリストラが行われるなかで，

組合員の雇用維持が組合の優先課題となった． 

 

＜図表 8＞韓国の非労働力人口                       （単位：千人） 

年 2006 2007 2008 2009 2010  2011  2012
計 14,784 14,954 15,251 15,698 15,841 15,953 16,081
○育児 1,508 1,496 1,559 1,599 1,474 1,469 1,467
○家事 5,265 5,343 5,404 5,552 5,753 5,854 5,977
○通学 4,005 4,148 4,262 4,292 4,305 4,254 4,242
－正規教育機関通学 3,704 3,855 3,946 3,974 3,960 3,948 3,970
－入試予備校通学 75 74 81 78 78 80 79
－就職予備校・機関通学 
(受験予備校・職業訓練機関等) 

226 220 234 240 266 226 193

○年老 1,502 1,442 1,518 1,606 1,686 1,641 1,788
○心身障害 470 447 437 448 441 415 393
○その他 2,034 2,077 2,072 2,202 2,184 2,321 2,215
－就業準備 299 326 364 351 359 346 368
－進学準備 126 137 125 144 178 173 142
－軍入隊待機 56 51 43 44 55 56 59
－休養 1,277 1,321 1,352 1,475 1,418 1,600 1,547
－その他 276 241 187 188 173 147 99

出所：KOSIS（2013 年 1 月 12 日検索）から作成． 

  

  (b) 賃金格差 

  

組合員の雇用維持が優先課題となる一方，大企業正社員を中心に組織されている企業別組合

では，大幅賃上げ要求が難しい情勢となった．なぜなら，大企業正社員と中小企業労働者・非

正規労働者との賃金格差が拡大していったためである． 

 図表 9 は，事業所の従業員規模別による労働者の年間賃金総額をまとめたものである．従業

員 5～299 人の中小規模事業所における労働者の年間賃金総額を従業員 300 人 以上の大規模事

業所における労働者の年間賃金総額で割った数値は，2002 年が 67.5％であるのに対し，2011
年には 60.5％にまで低下している．これは大企業と中小企業間の賃金格差が拡大していること

を意味する．  
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＜図表9＞事業所の従業員規模別による労働者の年間賃金総額        （単位：千ウォン，％） 

年 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
5～299人(A) 1,775 1,906 2,023 2,158 2,283 2,426 2,271 2,338 2,479 2,512
300人以上(B) 2,629 2,898 3,163 3,357 3,493 3,744 3,786 3,809 4,140 4,154

A/B 67.5 65.8 64.0 64.3 65.4 64.8 60.0 61.4 59.9 60.5
出所：KOSIS（2013年1月29日検索）から作成． 

 

図表10は，正規労働者と非正規労働者に分けて月平均賃金額についてまとめたものである．

非正規労働者の賃金を正規労働者の賃金で割った数値は，2004年が65.0％であったのに対し，2
008年まで増減を反復しながらも低下し，世界金融危機発生後2009年には54.6％に急落している．

その後，2010年には54.8％，2011年には56.4％と上昇しているものの，世界金融危機発生以前

に比べると正規労働者と非正規労働者との賃金格差が大きい状態にある． 

 

＜図表10＞就業形態別月平均賃金額             （毎年8月調査，単位：千ウォン，％） 

年 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
非正規労働者(A) 115.2 115.6 119.8 127.6 129.6 120.2 125.8 134.8 139.3
正規労働者(B) 177.1 184.6 190.8 200.8 212.7 220.1 229.4 238.8 246.0

A/B 65.0 62.6 62.8 63.5 60.9 54.6 54.8 56.4 56.6
出所：KOSIS（2013年1月23日検索）から作成． 

 

２．賃金交渉 

 

図表 11 は，賃金交渉妥結率と協約賃上げ率についてまとめたものである．まず，協約賃上げ

率について見てみよう．ＩＭＦ経済危機の影響を強く受けた 1998 年（-2.7％）と 1999 年

（2.1％），世界金融危機発生の翌年にあたる 2009 年（1.7％）の協約賃上げ率が他の年に比べ

て低いことがわかる． 

 

＜図表 11＞賃金交渉妥結率と賃上げ率                                         （単位：％） 

年 賃金交渉妥結率 協約賃上げ率 年 賃金交渉妥結率 協約賃上げ率 

1998 94.0 -2.7 2006 85.7 4.8 
1999 93.0 2.1 2007 76.5 4.8 
2000 93.7 7.6 2008 84.0 4.9 
2001 93.0 6.0 2009 76.2 1.7 
2002 92.3 6.7 2010 69.2 4.8 
2003 92.2 6.4 2011 82.2 5.1 
2004 93.3 5.2 2012 77.1 4.7 
2005 90.7 4.7 

出所：KOSIS（2013 年 1 月 29 日検索)． 
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この２つの経済危機に共通しているのは雇用情勢の悪化である．1998 年に労働組合は大幅賃

上げ要求を自制し，譲歩交渉を行うことで組合員の雇用維持を企業側から獲得しようとしたが，

経済危機に伴い人件費の削減が至急課題となった企業側は，大幅な雇用調整を実行した．韓国

労総と民主労総は，1998 年の譲歩交渉が結果的に現場闘争力と組織力の弱化をもたらし，苦痛

分担が労働者のみに偏重するようになり，雇用安定協約による実益もなかったと評価した（チ

ェ・ヨンギほか, 2001, p.646）．そのため，「Ⅴ字回復」の時期に入った 2000 年から労働組合

は大幅賃上げ要求路線を選択し（朴昌明, 2010, p.49），2000 年から 2003 年にかけて協約賃上

げ率は 6～7％台に上昇した．その後，Ｖ字回復以降の景気停滞が長期化するにつれて協約賃上

げ率は低下し，2005 年から 2008 年にかけて 4％台後半で推移した． 

そして，2008 年のリーマン・ショック以降に拡がった世界金融危機により韓国経済は悪化し，

失業率の上昇（2008 年 3.3％→2009 年 3.8％），雇用率の低下（2008 年 63.8％→2009 年

62.9％）に見られるように（図表 6），雇用情勢にも悪影響が及んだ．これを受け，経済社会発

展労使政委員会では経済危機の克服や雇用問題の改善に向けた議論が繰り広げられ，2009 年 2
月 23 日に「経済危機克服のための労使民政合意文」が発表された（経済危機克服のための労使

民政非常対策会議, 2009）．この合意文のなかに，「経済危機克服過程で，労働界は企業の経営

与件にしたがって賃金の凍結・返納または節減を実践し，経営界は経営上の理由による解雇を

自制して既存の雇用水準を維持するようにする」（第 1 章. 1-１. (2). 가）という文章が盛り込

まれ，団体交渉における労使双方の譲歩と妥協が要求された． 

 

＜図表 12＞譲歩交渉の実施状況（2009 年） 
譲歩交渉(3,722 件) 
賃金返還・ 

削減 
賃金凍結 無スト 無交渉 企業内部柔軟

性増進 
福利厚生縮小

434 件 
(11.7％) 

2,931 件 
（78.7％） 

100 件 
(2.7％) 

137 件 
(3.7％) 

110 件 
(3.0％) 

10 件 
(0.3％) 

注 1：括弧内は譲歩交渉全体に占める割合を表す． 
注 2：企業内部柔軟性増進は，企業内で交代制に転換したり，労働力の再配置を行うことを意味する． 
出所：表は労働部（2010a）, p.4，イ・ジャンウォンほか（2011）, p.35 から作成． 

 

＜図表 13＞賃金交渉妥結事業場のうち賃金が凍結・削減された事業場の割合   （単位：％） 

年 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009

割合 22.3 84.5 49.1 15.6 19.2 13.8 16.3 24.0 24.5 18.3 13.8 13.7 45.1 
出所：労働部（2010a）, p.8. 

 

2009 年の労使交渉では，組合は賃金要求面で譲歩し，経営側は雇用維持を実施することを内

容とする譲歩交渉が急増した（イ・ジャンウォンほか, 2011）．2009 年の譲歩交渉の件数は

3,722 件と 2008 年（115 件）の 32 倍に及んだ（労働部, 2010a, p.1）．図表 12 は，2009 年に

行われた譲歩交渉における組合側の譲歩内容を分類して件数と割合をまとめたものである．最

も多いのが賃金凍結（78.7％）で，賃金返還・削減（11.7％）を合わせると，9 割に達する．図

表 13 は，賃金交渉妥結事業場のうち賃金が凍結・削減された事業場の割合についてまとめたも

のである．2009 年の割合は 45.1％と 2008 年（13.7％）より大幅に上昇し，1998 年（84.5％），
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1999 年（49.1％）に次ぐ高い割合となった．その結果，2009 年の協約賃上げ率は 1.9％と大幅

に低下した．その後，2010 年から協約賃上げ率は 4％台後半から 5％程度に回復しているもの

の，2000 年代前半に比べると低い水準に止まっている（図表 11）． 

 

３．労使協力宣言 

 

李明博政権が発足してから，労働部（現在の雇用労働部）を中心に「労使協力宣言」や「労

使和合宣言」という用語が多用され始めた．これらの用語は，文字通り労使が相互の協力・和

合を宣言することを意味するが，これまで対立化していた労使関係を鎮静・安定化させ，労使

協力を訴えるためのキャンペーン用語であった．労働部（2008）は，2007 年・2008 年に「労

使和合宣言」を行った事業場を対象に分析を行った結果，宣言事業場は未宣言事業場より，労

働損失日数が極めて少なく，賃金交渉が迅速に行われ，離職率が低く，勤続期間が長いことを

発表し，「労使和合宣言」が労使関係や雇用に肯定的な効果をもたらすことを訴えた8． 

 

＜図表 14＞譲歩交渉・労使協力宣言実施件数の所属別内訳           （単位：件, ％） 

年 合計 韓国労総 民主労総 
上級団体 
未加入 

無組合 その他 

2008 2,689 
(100.0) 

552
(20.5)

90
(3.3)

90
(3.3)

1,938 
(72.1) 

19
(0.7)

2009 6,394 
(100.0) 

1,274
(19.9)

308
(4.8)

211
(3.3)

4,601 
(72.0) 

0
(0.0)

2010 4,012 
(100.0) 

730
(18.2)

102
(2.5)

125
(3.1)

3,055 
(76.1) 

0
(0.0)

2011 4,685 
(100.0) 

966
(20.6)

77
(1.6)

149
(3.2)

3,493 
(74.6) 

0
(0.0)

注 1：括弧内の数値は合計に対する割合． 
注 2：労使協力宣言は，労使和合宣言・生産的交渉宣言・社会的責任宣言の合計． 
注 3：2008 年の「その他」の件数は，複数の上級団体が合同で実施した事例の件数． 
出所：労働部（2009） , p.607; 雇用労働部（2010） , p.605; 雇用労働部（2011a） , p.619; 雇用労働部

（2012c）, p.687 から作成． 

 

「労使和合宣言」の実施件数は，2007 年が 749 件であったのに対し，世界金融危機発生以降

2008 年が 2,574 件と急増し，2009 年も 2,672 件と増加した（雇用労働部, 2012a, p.6）．2010
年になると，「労使和合宣言」は 1,128 件に急減したものの，労使が生産性向上による成果の

拡大，雇用の創出等を約束する「生産的交渉宣言」を行った事例が 2,884 件発生した（雇用労

働部, 2011a, p.181）．2011 年からは，労使の譲歩・配慮を通じた雇用創出や元請・下請企業間

                                          
8 労働部（2008）によると，2008 年 8 月 31 日までの結果は以下のとおりである．まず労働損失日数は，未宣

言事業場は 325,875 日であるのに対し宣言事業場は 23,491 日と顕著に少ない．次に賃金交渉妥結進捗率は，

未宣言事業場は 44.1%であるのに対し，宣言事業場は 58.6%と高い．さらに離職率は，未宣言事業場が 28.8%
であるのに対し，宣言事業場は 17.3%と低い．最後に平均勤続期間は，未宣言事業場が 1,374 日であるのに対

し，宣言事業場は 1,892 日と長い． 
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の共生・協力等を約束する「社会的責任宣言」を行った事例が 316 件発生し（雇用労働部, 
2012c, p.30），同年に生産的交渉宣言を行った事例も 3,671 件と（雇用労働部, 2012c, p.687）
と 2010 年より 787 件増加した． 

図表 14 は，譲歩交渉や労使協力宣言（労使和合宣言・生産的交渉宣言・社会的責任宣言）の

実施件数を組合の有無や所属別に分類したものである．最も多いのが無組合のケースで 7 割台

を占めている．組合が存在する場合は，韓国労総傘下の組合によるケースが 2 割前後であるの

に対し，民主労総傘下の組合によるケースは 5％未満に止まっている．また民主労総傘下の組合

の場合，賃上げ率が回復された 2010 年以降，実施件数と全体に占める割合がいずれも減少して

いる．この結果は，労使協調に対して柔軟な姿勢を示す韓国労総と闘争志向的性格が強い民主

労総の運動路線の違いが反映されているといえよう． 

 

Ⅳ．労働争議  

 

１．労働争議の規模 

 

図表 15 の労働争議関連指標を用いて，李明博政権期における労働争議の規模を他の文民政権

（金泳三政権・金大中政権・盧武鉉政権）と比較すると，以下のとおりである． 

第一に，労働争議発生件数9は， 2006 年から労働部の計上方式が事業場単位計上方式と交渉

単位計上方式に変更されたため，図表 1 では 2 つの方式による発生件数を併記している．労働

争議発生件数（事業場単位計上方式）を政権別に分類すると，金泳三政権期（1993 年～1997 年）

が 78 件～144 件，金大中政権期（1998 年～2002 年）が 129 件～322 件，盧武鉉政権期（2003
年～2007 年）が 212 件～462 件，李明博政権期（2008 年～2012 年）が 75 件～130 件となっ

ている．つまり，保守政権とよばれた金泳三政権期と李明博政権期が左派政権とよばれた金大

中政権期と盧武鉉政権期に比べて少ない10．特に 2011 年の労働争議発生件数（事業場単位）は

75 件と文民政権発足後最低値を記録している（図表 15）．しかし 2012 年に入ると，李明博政

権期に積み重なってきた多様な労使問題が 4 月の総選挙前後や 12 月の大統領選挙以前の時期に

提起され，労使葛藤が噴出した（ペ・ギュシク, 2013, p.25）．その結果，2012 年の 労働争議

発生件数（事業場単位）は 105 件と増加に転じている． 

第二に，労働争議参加者数を政権別に分類すると，金泳三政権期（1993～1997 年）が 50 千

人～109 千人，金大中政権期(1998 年～2002 年)が 89 千人～178 千人，盧武鉉政権期（2003 年

～2007 年）が 93 千人～185 千人，李明博政権期（2008 年～2011 年）が 33 千人～114 千人と

                                          
9 労働争議発生件数は，労働組合と使用者（使用者団体）の間で労働条件に関する意見が一致しなかったために，

労働組合側が作業拒否等に突入することで 1 日の労働時間（8 時間）以上作業が中断された場合に計上される．

e ナラ指標「労働争議発生件数及び労働損失日数」の指標関連情報（2013 年 1 月 31 日検索）を参照． 
10 ただし，2009 年の労働争議発生件数は事業場単位が 175 件，交渉単位が 121 件となっており，2008 年（事

業場単位 130 件，交渉単位 108 件）より増加している（図表 16）．この増加は，組合専従者数をめぐる問題

が原因となっており，組合専従者数に関連した労働争議が交渉単位で 24 件と全体の 19.8％と占めている（チ

ョン・ジェフン, 2011, p.562）． 
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なっており，金泳三政権期と李明博政権期が金大中政権期と盧武鉉政権期に比べて少ない．李

明博政権期の場合，2008 年から 2011 年まで一貫して減少しており，2011 年は 33 千人と最も

低い数値を記録している． 

第三に，労働損失日数11を政権別に分類すると，金泳三政権期（1993 年～1997 年）が 393 千

日～1,484 千日，金大中政権期(1998 年～2002 年)が 1,083 千日～1,894 千日，盧武鉉政権期

（2003 年～2007 年）が 536 千日～1,299 千日，李明博政権期（2008 年～2011 年）が 429 千日

～933 千日となっており，IMF 経済危機以降においては李明博政権期が最も少ない数値となっ

ている．2008 年から 2011 年にかけては労働損失日数が減少し続け，2011 年は 429 千日と

1987 年以降最も低い水準になった．しかし，2012 年には労働争議の増加に伴い労働損失日数も

934 千日急増し，李明博政権期において最も労働損失日数が多い 1 年となった12． 

 

＜図表 15＞労働争議関連指標 

年＼区分 
労働争議発生件数 

(件) 
労働争議参加者数

(千人)
労働損失日数 

（千日）

違法労働争議発生

件数   （件） 
1993 144 109 1,308 35 
1994 121 104 1,484 43 
1995 88 50 393 13 
1996 85 79 893 13 
1997 78 44 445 17 
1998 129 146 1,452 55 
1999 198 92 1,366 95 
2000 250 178 1,894 67 
2001 235 89 1,083 55 
2002 322 94 1,580 66 
2003 320 137 1,299 29 
2004 462 185 1,199 58 
2005 287 118 848 17 
2006 253(138) 131 1,201 24( 24) 
2007 212(115) 93 536 17( 17) 
2008 130(108) 114 809 32( 17) 
2009 175(121) 81 627 11( 11) 
2010 184( 86) 40 511 107( 14) 
2011 75( 65) 33 429 9(  8) 
2012 105 ( - ) - 934 - 

注：労働争議発生件数と違法労働争議発生件数の項目において，括弧がない数値は事業場単位，括弧内の数値

は交渉単位による発生件数． 
出所：労働部（2004）, p.21; 雇用労働部（2012b）, p.21; ペ・ギュシク（2013）, p.25 から作成． 

  

                                          
11 労働損失日数は，労働争議が直接的な原因となって発生した社会的損失を労働日数で測定した指標であり，1
日の労働時間（8 時間）以上操業が中断された労働争議発生事業場を対象に算出（1 日単位で把握して合算す

る）し，以下の数式となる． 
 （労働損失日数）＝（スト期間中のスト参加者数）×（ストの時間）÷（1 日の労働時間） 

e ナラ指標「労働争議発生件数及び労働損失日数」の指標関連情報（2013 年 1 月 31 日検索）を参照． 
12 2012 年に労働損失日数が急増した理由としては，MBC など三つの放送局，梨花医療院，全国学校非正規職

連帯会議等のストや SJM のロックアウトなどが挙げられる（ペ・ギュシク, 2013, p.25）． 
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第四に，上記の 3 つの指標に反映されない重要な指標として違法労働争議発生件数が挙げら

れる．違法労働争議発生件数（事業別単位）を政権別に分類してみると， 金泳三政権期（1993
年～1997 年）が 13～34 件，金大中政権期（1998 年～2002 年）が 55～95 件，盧武鉉政権期

（2003 年～2007 年）が 17 件～58 件，李明博政権期（2008 年～2011 年）が 9～107 件となっ

ている．李明博政権期の場合，2010 年を除外すると 9～32 件となっており，他の政権よりも少

ない水準であるが，2010 年は 107 件と突出している．2010 年に違法労働争議が増加したのは，

労働時間免除制度の導入に関連し，組合専従者現行維持を目的とする全国金属労働組合（金属

労組）の違法労働争議に参加した事業場数が 94 件あったためである（雇用労働部, 2012b, 
p.18）． 

 

２．労働争議の特徴 

 

これまで検討した内容で見られるように，李明博政権の発足以降，数多くの事業場で譲歩交

渉が行われ，2011 年までは労働争議も減少傾向にあった．2012 年に入ってから労働争議が増加

しているものの，以前の政権期に比べて突出して多いとまではいえない．しかし，韓国におい

ては現在でも労使対立が深刻な社会問題として度々取り上げられ，労使関係のイメージは協調

とは程遠いものがある．なぜなら，大規模な労働争議が発生すると韓国経済に対する影響は強

く，なかには争議が長期・混迷化するケースも度々見られるためである． 

 

＜図表 16＞労働争議 1 件あたり平均持続日数                    （単位：日） 

年 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002
日数 19.9 21.6 22.6 28.6 22.7 26.1 19.2 30.0 31.7 30.2
年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 
日数 29.0 24.7 48.6 54.5 33.6 37.0 27.9 36.2 30.6 

出所：労働部（2004）, p.21; 雇用労働部（2012b）, p.21 から作成． 

 

まず，労働争議の期間はどれぐらいの水準であろうか？図表16は，1993年から2011年までの

労働争議1件あたり平均持続日数をまとめたものである．政権期別に分類してみると， 金泳三

政権期（1993年～1997年）が19.9日～28.6日，金大中政権期（1998年～2002年）が19.2日～30.
2日，盧武鉉政権期（2003年～2007年）が24.7日～54.5日，李明博政権期（2008年～2011年）

が27.9日～31.7日となっている．つまり，李明博政権期の平均スト持続日数は他の政権期に比べ

て短い水準とはいえないことがわかる． 

次に，労働争議が発生する事業場の規模はどうであろうか？図表 17 は，事業場の常時労働者

（雇用期間が 1 年以上の労働者）規模別に労働争議発生件数を分類したものである．常時労働

者数 300 人未満の中小規模の事業場における労働争議発生率は，盧武鉉政権期（2003 年～2007
年）が 59.3％～72.9％であるのに対し，李明博政権期（2008 年～2011 年）が 57.3％～58.9％
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に低下している13．他方，李明博政権期において従業員 1000 人以上の大規模事業場で発生する

労働争議発生件数は減少傾向にあるが，発生件数全体に占める割合は上昇している．大企業で

労働争議が発生すると，争議参加者が多いため，長期化するほど労働損失日数も急速に増加す

る．図表 18 は，2011 年の労働損失日数を従業員規模別に分類したものである．すると，1000
人以上事業場で発生した労働損失日数は 335,796 日と全体の 78.2％を占める．同年 1000 人以

上事業場で発生した労働争議件数が全体の 21.3％にすぎない点を考慮すると，大企業で発生す

る労働争議発生件数が韓国経済に与える影響を大きく左右することがわかる． 

 

＜図表 17＞事業場の常時労働者規模別による労働争議発生件数 （事業場単位集計方式, 単位：件, ％） 

区分＼年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

○300 人未満 218 
(68.1) 

337 
(72.9) 

199
(69.3)

150
(59.3)

132
(62.3)

76
(58.5)

103 
(58.9) 

107
(58.2)

43
(57.3)

－49 人以下 38 
(11.9) 

91 
(19.7) 

40
(13.9)

31
(12.3)

20
(9.4)

11
(8.5)

22 
(12.6) 

25
(13.6)

11
(14.7)

－50～99 人 56 
(17.5) 

96 
(20.8) 

53
(18.5)

49
(19.4)

37
(17.5)

25
(19.2)

23 
(13.1) 

25
(13.6)

8
(10.7)

－100～299 人 124 
(38.8) 

150 
(32.5) 

106
(36.9)

70
(27.7)

75
(35.4)

40
(30.8)

58 
(33.1) 

57
(31.0)

24
(32.0)

○300 人以上 102 
(31.9) 

125 
(27.1) 

88
(30.7)

103
(40.7)

80
(37.7)

54
(41.5)

72 
(41.1) 

77
(41.8)

32
(42.7)

－300～499 人 25 
(7.8) 

28 
(6.1) 

20
(7.0)

24
(9.5)

20
(9.4)

15
(11.5)

17 
(9.7) 

20
(10.9)

9
(12.0)

－500～999 人 36 
(11.3) 

41 
(8.9) 

30
(10.5)

33
(13.0)

25
(11.8)

19
(14.6)

27 
(15.4) 

27
(14.7)

7
(9.3)

－1,000 人以上 41 
(12.8) 

56 
(12.1) 

38
(13.2)

46
(18.2)

35
(16.5)

20
(15.4)

28 
(16.0) 

30
(16.3)

16
(21.3)

合計 320 
(100.0) 

462 
(100.0) 

287
(100.0)

253
(100.0)

212
(100.0)

130
(100.0)

175 
(100.0) 

184
(100.0)

75
(100.0)

注：括弧内の数値は合計に対する割合． 
出所：雇用労働部（2012b）, p.26 から作成． 

 

＜図表 18＞事業場の常時労働者規模別による労働損失日数（2011 年）     （単位：日, ％） 

合計 100 人未満 100～299 人 300～499 人 500～999 人 1000 人以上 
429,335 11,220 21,519 10,586 50,214 335,796 
(100.0) (2.6) (5.0) (2.5) (11.7) (78.2) 

注：括弧内の数値は合計に対する割合． 
出所：雇用労働部（2012b）, p.6. 
 

さらに，ナショナルセンター別の労働争議発生件数については以下のとおりである（図表

19）．全体的には，闘争的運動路線を掲げている民主労総に所属する組合が存在する事業場で

労働争議が発生している割合が極めて高い．大企業組合の多くが民主労総に加盟しており，社

                                          
13 常時労働者数 100～299 人の事業場と，常時労働者数 50～99 人の事業場における発生割合が李明博政権期に

低下している（図表 19）． 
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会問題に発展する労使紛糾の事例を見ても，民主労総傘下の組合が存在する事業場のケースが

多い．一方，労使協調に対して柔軟な姿勢を持つ韓国労総傘下の組合が存在する事業場で発生

した労働争議件数は，民主労総に比べて顕著に少なく，特に李明博政権期は毎年 8～11 件に止

まっている．ナショナルセンターに所属しない組合による労働争議は毎年極めて少ないものの，

2011 年には 5 件に増加している． 

 

＜図表 19＞ナショナルセンター別の労働争議発生件数        （事業場単位集計方式, 単位：件, ％） 

区分＼年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011

韓国労総 72 
(22.5) 

63 
(13.6) 

39 
(13.6) 

16
(6.3)

23
(10.8)

8
(6.2)

7 
(4.0) 

11
(6.0)

11
(14.7)

民主労総 248 
(77.5) 

396 
(85.7) 

244 
(85.0) 

234
(92.5)

187
(88.2)

122
(93.8)

166 
(94.9) 

172
(93.5)

59
(78.7)

未加入 0 
(0.0) 

3 
(0.6) 

4 
(1.4) 

3
(1.2)

2
(0.9)

0
(0.0)

2 
(1.1) 

1
(0.5)

5
(6.7)

合計 320 
(100.0) 

462 
(100.0) 

287 
(100.0) 

253
(100.0)

212
(100.0)

130
(100.0)

175 
(100.0) 

184
(100.0)

75
(100.0)

注：括弧内の数値は合計に対する割合． 
出所：雇用労働部（2012b）, p.23. 

 

＜図表 20＞原因別労働争議発生件数                   （事業場単位集計方式, 単位：件, ％） 

区分＼年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
賃金協約 

 
43 

(13.4) 
56 

(12.1) 
36

(12.5)
26

(10.3)
24

(11.3)
22

(16.9)
29 

(16.6) 
18

(9.8)
34

(45.3)

労働協約 
48 

(15.0) 
37 

(8.0) 
42

(14.6)
19

(7.5)
26

(12.3)
16

(12.3)
17 

(9.7) 
9

(4.9)
8

(10.7)

賃金・労

働協約 
201 

(62.8) 
349 

(75.5) 
194

(67.6)
193

(76.3)
149

(70.3)
63

(48.5)
119 

(68.0) 
149

(81.0)
27

(36.0)

その他 28 
(8.8) 

20 
(4.3) 

15
(5.2)

15
(5.9)

13
(6.1)

29
(22.3)

10 
(5.7) 

8
(4.3)

6
(8.0)

合計 320 
(100.0) 

462 
(100.0) 

287
(100.0)

253
(100.0)

212
(100.0)

130
(100.0)

175 
(100.0) 

184
(100.0)

75
(100.0)

注：括弧内の数値は合計に対する割合． 
出所：雇用労働部（2012b）, p.24 から作成． 

 

では，労働争議の発生原因は何であろうか？図表 20 は，労働争議発生件数を発生原因別に分

類したものである．2008 年を除く全ての年度において賃金協約や労働協約に関連する労働争議

が全体の 9 割前後を占めている．つまり，賃金・雇用・その他労働条件をめぐる労働争議が大

部分を占めている．韓国では，賃金交渉とその他の労働条件等に関する交渉が同時に進行する

場合が一般的であるため，発生原因を協約単位で厳密に分類するのが困難なケースが多い．そ

のため，賃金・労働協約を原因とする項目の割合が最も高くなっている年度が大半である．ま

た，李明博政権期（2008 年～2011 年）におけるその他の原因による労働争議としては，未払賃

金，構造調整，工場売却，工場移転支援金，会社清算慰労金，組合の認定等の事例が挙げられ

る（労働部, 2009, p.597; 雇用労働部, 2010, p.595; 雇用労働部, 2011a, p.609; 雇用労働部, 
2012c, p.677）． 
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李明博政権期に発生した労働争議のうち，特に社会的に注目を受けた事例として，双竜自動

車・韓進重工業・現代自動車の労働争議などが挙げられるが，双竜自動車・韓進重工業の場合

は整理解雇撤回，現代自動車の場合は構内請負労働者の正規職転換が主要要求事項となってい

る．ＩＭＦ経済危機をきっかけに整理解雇制・労働者派遣制が労働関係法に導入されてから，

正社員のリストラや非正規労働者の問題が急速に浮上した．双竜自動車・韓進重工業の場合は

前者の問題，現代自動車構内請負労働者の場合は後者の問題の典型的な事例である．これらの

労働争議は長期・混迷化し，双竜自動車では22名の自殺者が発生し，韓進重工業では女性労働

組合員によるクレーン上で309日間篭城，現代自動車では構内請負労働者の正規化をめぐる法廷

闘争への展開などによって社会的な注目を受ける事件になった． 

また，李明博政権末期には低所得労働者による労働争議が社会問題化した．2012 年上半期に

発生した貨物・タクシー業界の労働争議において，組合側の主要要求事項は，貨物業界では標

準運賃制の法制化・運送料値上げなどであり，タクシー業界では料金値上げやＬＰＧ価格値下

げなどであった．貨物・タクシー業界の運転手は長時間労働を行っているにもかかわらず，貨

物運転手の 1 ヶ月純利益は 188 万ウォン，タクシー運転手の平均月収は会社タクシーが 158 万

ウォン，個人タクシー（20 日勤務基準）が 180 万ウォンと低い水準に止まっている（インター

ネット朝鮮日報, 2012 年 7 月 6 日）．このような背景から，貨物・タクシー業界における労働

争議は「生存権要求闘争」の性格が強いものとなった（イ・ソンヒ, 2012b, p.29）． 

 

Ⅵ．結び 

  

 以上，李明博政権下の韓国労使関係の特徴について検討してきた．要約すると，以下のとおり

である． 

 第一に，李明博政権に入り労働組合運動の弱体化がみられる．労働組合数の減少や労働組合

組織率の低下にみられるように，労働組合運動勢力の規模が縮小している．特に民主労総の規

模の縮小は，労働争議の発生頻度を下げる要因として作用している．近年の労働関係法改定も

労働組合（特に民主労総）にとって不利な要素をもたらしている．労働時間免除制度の導入は，

組合財政の圧迫，フルタイム専従者数の減少，専従者の活動領域の制約をもたらしている．事

業場レベルにおける複数組合の解禁によって，民主労総傘下組合が存在する事業場から数多く

の複数組合が設立され，民主労総から分離して新しく設立された組合が過半数組合となる事例

が多く発生したことは，団体交渉における要求貫徹主義的な性格が弱まる要因として作用して

いる． 

 第二に，労働市場の影響が団体交渉に大きな影響をもたらしている．失業問題の深刻化によ

り労働者の雇用不安が高まり，組合員の雇用維持が組合の優先課題となった．一方，大企業正

社員を中心に組織されている企業別組合では，雇用問題や中小企業労働者・非正規労働者との

賃金格差の問題を背景に大幅賃上げ要求が難しい情勢となった．そして 2008 年の世界金融危機

発生を機に，大幅賃上げ要求の自制と雇用維持を通じた労使間の妥協・協力が社会的に要請さ

れ，同年の労使交渉では，組合は賃金要求面で譲歩し，経営側は雇用維持を実施することを内

容とする譲歩交渉が急増した．さらに，「労使和合宣言」・「生産的交渉宣言」・「社会的責

任宣言」といった労使協力宣言を行う企業が増加した． 
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第三に，労働争議発生件数は保守政権と呼ばれる金泳三政権・李明博政権が左派政権と呼ば

れた金大中政権・盧武鉉政権より少なく，労働損失日数は李明博政権が文民政権の中で最も低

い．ナショナルセンター別では，闘争的運動路線を掲げている民主労総に所属する組合からの

発生件数が李明博政権に入って大幅に減少している．ただし，李明博政権の末期にあたる 2012
年からは労働争議発生件数と労働損失日数が増加している．また，労働争議が一度発生すると

長期・混迷化する事例が度々見られる．李明博政権期の労働争議 1 件あたり平均持続日数は，

他の文民政権に比べて短い水準とはいえない．労働損失日数の大半は従業員 1000 人以上の大規

模事業場で占めているため，大企業で発生する労働争議が韓国経済に与える影響は必然的に大

きい．労働争議の発生原因は賃金協約や労働協約に関連する事例が大半である．特に，双竜自

動車・韓進重工業・現代自動車の事例で見られるように，解雇や非正規職の正規職転換など雇

用に関連した労働争議は深刻な紛糾に至っており，2012 年上半期には低賃金労働からの待遇改

善を目的とする貨物・タクシー運転手による労働争議が大規模に発生している． 

では，李明博政権期の韓国労使関係が，まるで「労使協調の拡散」と「長期・混迷化する労

働争議」という相容れないように見える現象が併存している状況をどのように解釈すべきであ

ろうか？ 

 李明博政権期に見られた労働争議の減少，譲歩交渉・労使協力宣言の拡散は，雇用不安や労

働関係法改定による組合の交渉力の弱化，組織力の低下などの影響により，組合側が労働争議

を実行することが困難になったことを背景とする「使用者優位型の労使関係安定化」と解釈す

ることができよう．「使用者優位型の労使関係安定化」と「長期・混迷化する労働争議」には

共通点が存在する．それは，「雇用」・「二極化」など韓国労働市場をめぐる懸案に関連して

いるということである．そもそも労働組合が譲歩交渉を選択した目的は組合員の雇用維持であ

り，李明博政権期に拡散した労使協調は雇用を担保にして成立したものである．そのため，雇

用が守られない労使交渉は結局深刻な紛糾に至っている．非正規職による正規職転換闘争も，

目的は安定雇用の獲得と正規職との差別撤廃である．貨物・タクシーの運転手による労働争議

も低賃金長時間労働からの脱却，待遇改善を要求したものであった．したがって，労使協調が

成立している企業においても労働者の雇用や生存権が脅かされるような状況になれば，直ちに

深刻な労使紛糾に陥る危険性が存在するといえよう． 

 今後，韓国において安定した労使協調が実現されるためには，労働市場に関連する懸案，す

なわち雇用の安定化や低賃金労働者の待遇改善が条件になるものと思われる．2012 年の大統領

選挙では，「雇用」・「二極化」をめぐる問題が重要な争点となった．朴槿恵氏の大統領選挙

当選後，労働者数名が相次ぎ自殺し，解雇者の復職や非正規労働者の正規職化などを求める抗

議活動が激しくなっている．他国では類を見ない速度で高度経済成長と民主化を実現させた韓

国であるが，現在は労働市場の二極化や深刻な労使対立が韓国の国内経済を深刻に脅かしてい

る．対立・分裂状況に置かれている韓国社会を統合し，韓国経済をさらに飛躍させるために， 
雇用や労使関係をめぐる問題は必ず克服していかなければならない課題といえるであろう． 
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